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西和賀町行政改革大綱実施計画（集中改革プラン） 

－平成 20 年度実績－ 

取り組みの概要 

 

  西和賀町行政改革大綱及び実施計画（集中改革プラン）は、平成 18 年 12 月に策定されました。5 つの大項目、17 の中項目、61 の

実施項目から構成されており、町が自立した自治体として存続するだけでなく、西和賀町総合計画など町の目標実現に向けた行政の

基盤をつくるために、従来の行政のあり方を根本から見直し、効率的で効果的な行財政基盤の構築をめざすものです。 

 

  20 年度の実績として、経費節減については、歳入歳出合計で 1 億 8,800 万円の効果見込額に対して 2 億 1,800 万円の実績額となっ

ています。 

歳入では、税の徴収対策による効果額は、3,600 万円の目標に対して実績は 1,900 万円と大きく下回りました。 

歳出では、人件費の削減では 4,200 万円の目標に対して 1 億 900 万円と、目標を大きく上回り、経常的な経費の見直しでは 5,300

万円の削減目標に対して同額の 5,300 万円となりましたが、補助金等の整理統合では 5,700 万円の目標に対して 3,600 万円と目標を

下回りました。（増減理由は下記のとおり） 

20 年度までの累積の財政効果額（歳入歳出合計）では、計画策定当初の目標 3 億 7,800 万円に対して、20 年度末の実績額は 4 億 8,600

万円と、計画を 1 億 800 万円上回るという結果になっています。 

 

  職員の定員管理については、平成 20 年度中の退職者は 4 名となりました。内訳は一般職 4 名（うち嘱託 1 名）となっています。20

年度中の採用者は 4 名でしたが、すべて医療職であり、一般職については合併前の平成 17 年以降の新規採用者なしが続いています。 

沢内病院については、医師 2 名、看護師 1 名、理学療法士 1 名の採用となり、診療体制が大幅に改善されました。病院の経営改革

プランも策定し、経営改善に向けた取り組みが大きく前進しました。 

 

  組織機構については、合併時の体制を見直してより効率的な行政運営を行うため、課の再編を行いました。同時にグループ制を導

入し、職員の連携・協力体制の強化を図っています。3 月には、行政経営の資源としての人材の育成・強化のため「西和賀町職員人材

育成基本方針」を策定しました。 

また、予算説明書の全戸配布を行い、住民への情報公開と行政評価の視点に立った「事業の見える化」に取り組みました。そのほ

か、第三セクターの改革への取り組み、まちづくり基本条例制定に向けた検討などが行われました。 
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経費節減等による財政効果の実績（平成 20 年度） 

歳 入                                                         （単位：千円） 

上段：20 年度の効果額 

下段：20 年度までの累積 
項目 内  容 

計画

（Ａ） 

実績

(Ｂ) 

差額 

(B－A) 

増減の理由等 

期 間 内 の 

財 政 効 果 額

（18～21） 

36,000 19,000 △17,000
税 の 徴 収 対

策 

徴収担当者の増強や滞納処分の強化により、現

年度分及び滞納繰越分の徴収率を向上させるこ

とによる増収効果額 71717171,000,000,000,000 56565656,000,000,000,000    △△△△15151515,000,000,000,000

現年度分については 96.6％と前年度を

1.0％上回ったが、固定資産税の複数年にわ

たる大口滞納等があり、計画を大幅に下回

った（1 件は民事再生法手続き中）。 

117,000

 

歳  出 

上段：20 年度の効果額 

下段：20 年度までの累積 
項目 内  容 

計画 

（Ａ） 

実績 

(Ｂ) 

差額 

(B－A) 

増減の理由等 

期 間 内 の 

財政効果額

（18～21） 

42,000 109,000 67,000人 件 費 の 削

減 

退職職員の不補充による職員給与の削減や、特

殊勤務手当の見直し、特別職の給料・報酬の見

直し等による人件費の削減効果額 110110110110,000,000,000,000 192192192192,000,000,000,000 82828282,000,000,000,000

退職職員の不補充、退職勧奨による早期退

職者などにより、計画額を上回った。 
167,000 

53,000 53,000 0
経 常 的 な 経

費の見直し 

光熱水費、燃料費、消耗品費、各種業務の委託

料、職員旅費、ＯＡ 機器の使用料など、日常の

業務にかかる経費についての削減効果額 121121121121,000,000,000,000 103103103103,000,000,000,000 △△△△11118888,000,000,000,000

賃金、役務費、委託料などは計画額を上回

る削減となったが、燃料代の値上がりなど

による需用費の増などにより経常経費全体

では目標と同額となった。 

185,000 

57,000 36,000 △21,000

補 助 金 等 の

整理統合 

町単独で行っている補助事業や各種団体等への

負担金などを見直しすることによる削減効果額 76767676,000,000,000,000 67676767,000,000,000,000 △△△△9999,000,000,000,000

補助事業等の見直しは進んでいるが、後期

高齢者医療制度にかかる療養給付費負担金

が発生したことにより、補助費全体の支出

が増加し、目標を下回った。 

138,000 

0 1,000 1,000

その他 その他の経費節減等による効果額 
0000 66668888,000,000,000,000 66668888,000,000,000,000

公債費負担の軽減のため、起債の繰上げ償

還を行った。 
0 
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152,000 199,000 47,000
歳出合計 

307307307307,000,000,000,000 430430430430,000,000,000,000 123123123123,000,000,000,000
 490,000 

188,000 218,000 30,000
歳入効果＋歳出効果 

378378378378,000,000,000,000 486486486486,000,000,000,000 108108108108,000,000,000,000
 607,000 
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定員管理の適正化計画と実績（平成20年度）

Ｈ17
(Ａ)

Ｈ18 Ｈ19 Ｈ20
(B)

Ｈ21 Ｈ22
（Ｃ）

当初計画 113 117 115 115 113 108
実　績 113 117 114 109 107
差 0 0 -1 -6 -6 20年度の状況

当初計画 33 30 30 30 30 28
実　績 33 30 29 28 28 　・年度当初の採用　
差 0 0 -1 -2 -2 　　　実績　3名

当初計画 4 3 3 3 3 3 　　　　　（医療職　3名）
実　績 4 3 3 3 2 　・年度途中の採用
差 0 0 0 0 -1 　　　実績1名

当初計画 4 3 3 3 3 3 　　　　　（医療職　1名）
実　績 4 3 2 2 2 　・年度中の退職　
差 0 0 -1 -1 -1 　　　実績　4名　

当初計画 1 1 1 1 1 1 　　　　　（一般職　4名）
実　績 1 1 1 0 0
差 0 0 0 -1 -1 21年度の状況

当初計画 4 2 2 2 2 2
実　績 4 2 2 2 2 　・年度当初の採用
差 0 0 0 0 0 　　　実績　6名

当初計画 4 2 2 2 2 2 　　　　　（一般職　2名）
実　績 4 2 2 2 2
差 0 0 0 0 0

当初計画 163 158 156 156 154 147
実　績 163 158 153 146 143 　・その他
差 0 0 -3 -10 -11

当初計画 42 45 46 47 47 46
実　績 42 45 38 39 44
差 0 0 -8 -8 -3

当初計画 205 203 202 203 201 193
実　績 205 203 191 185 187
差 0 0 -11 -18 -14

　岩手中部広域行政組合へ派遣　1

会　　計 　　　　区　　　分　　

適正化計画（各年４月１日の職員数） 期間内
(17～21)
削減目
標
Ｃ－Ａ

20年度
実績値

Ｂ－Ａ

20年度
実績値
と削減
目標の
差

一般会計

一般行政部門 -5 -6 -1

教育部門 -5 -5 0

-1

下水道事業 -1 -2 -1

水道事業 -1 -2

-1

国民健康保険事業 -2 -2 0

農業集落排水事業 0 -1

2

0

一般会計＋特別会計
(病院除く）

-16 -20 -4

特別会計

介護保険事業 -2 -2
　　　　　（医療職4名
　　　　　　　（うち保健師2名）

備　　　考

-2

全　　　　　　体 -12 -18 -6

特別会計 沢内病院事業 4
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西和賀町行政改革大綱実施計画（集中改革プラン）の実績－20 年度 

  （○は検討・準備 ◎は実施 →は継続を意味する） 

年度目標・実施区分 
大項目 中項目 実施項目 

17 18 19 20 21 22 
主担当課 実績等取り組み内容 

⑥時間外勤務手当の削減  ○ ◎ → → → 
総務課 

各 課 

各課において、職員間の協力体制の強化や業務の

見直しなどにより時間外勤務の減少に努めた。 

(１) 

職員定員管理と

給与の適正化 

⑧定員・給与等の状況の公表 ◎ → → → → → 総務課 
町職員の給与・定員管理の状況等について、広報

及びホームページで公表をした。 

①税徴収率の向上 ◎ → → → → → 税務会計課 

町全体の徴収率について、20 年度目標は 91.3％で

あったが、実績数値は 88.5％となり、目標を下回

った。 

②滞納処分の強化  ○ ◎ → → → 税務会計課 

滞納者の給与、預金、国税還付金、医療費助成金

等の差し押さえなど滞納整理の強化や、県滞納整

理機構への事務移管などにより収入確保に努め

た。差し押さえ物件である土地の公売を実施した。 

③岩手県滞納整理機構への参

加 
 ◎ → → → → 税務会計課 

滞納整理機構へ職員を 1 名派遣し、機構との連携

の強化と職員のスキルアップが図られた。 

④使用料・手数料等の見直し   ○ ◎   所管課 
温泉入浴料の見直し等を検討したが、具体的な料

金改定までは行わなかった。 

(2) 

財源の確保 

 

⑤新たな財源の確保   ◎ ◎ ◎ ◎ 各 課 

ふるさと納税制度による寄付金の呼びかけを行

い、3 月末までに 19 件、848,700 円の寄付をいた

だいた。 

①省エネルギーの推進  ○ 
○

◎ 
→ → → 総務課 

各課において休息時間の消灯や業務終了後の OA

機器の電源 OFF などを励行した。 

１． 

財政の健全化 

(3) 

経常的な経費の

節減 

②公用車の効率的な利用  ○ ◎ → → → 総務課 公用車の一元管理による効率的な利用に努めた。 
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年度目標・実施区分 
大項目 中項目 実施項目 

17 18 19 20 21 22 
主担当課 実績等取り組み内容 

③事務関係経費の削減  ○ 
○

◎ 
→ → → 

総務課 

各 課 

物件費の削減に努め、目標効果額 5,300 万円に対

し実績も同額となった。 

④委託業務の見直し   ◎ ◎ ◎ ◎ 
総務課 

各 課 

委託料の 20 年度決算統計見込み額で、前年度対比

で 3,188 万円（9.1％）の減少となった。 

①補助金の見直し  ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 政策推進室 各担当課で補助金の見直しに努めた。 

②負担金等の見直し  ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 総務課 
予算査定において個々の負担金の見直しを行っ

た。 

(4) 

補助金・負担金等

の見直し 

③補助金審査組織の設置   
○

◎ 
→ → → 政策推進室 

外部委員による審査組織を設置する予定であった

が、設置できなかった。 

(5) 

公共施設の見直

し 

②施設の統廃合や管理運営の

見直し 
 ○ ◎ ◎ ◎ ◎ 政策推進室 

指定管理者制度検討委員会で、21 年度からの指定

管理者指定に向けた検討作業を行った。 

(1) 

行政評価の実施 
①行政評価制度の導入  ○ ○ ◎ → → 政策推進室 

庁内に行政評価推進委員会を設置し、町単独事業

を中心に事務事業評価を実施した。 

20 年度に予算説明書を全戸配布し、主要施策の内

容と指標を住民に示した。（決算付属資料と連動） 

①事務事業の見直し   ○ ◎ ◎ ◎ 政策推進室 
行政評価の対象として、町が政策的に行っている

事業 84 事業を抽出し、評価を実施した。 

②イベント等の整理統合   ○ ◎ ◎ ◎ 観光商工課 
観光商工推進協議会で、町主催のイベント及び地

域主催イベントの支援方法等について検討した。 

(2) 

事 務 事 業 の 整

理・合理化 

③事務事業の民間委託の推進   ○ ◎ ◎ ◎ 
総務課 

各 課 
各課において検討を行った。 

①組織機構の見直し   ○ ◎   政策推進室 

20 年度から新たな組織機構に移行した。 

新組織の状況について、庁内に組織機構検討委員

会を設置し、検証を行った。 

２． 

行政システム

の見直し 

(3) 

組織機構の見直

し 

②柔軟な組織運営  ○ ○ ◎ → → 総務課 グループ制の導入を行い、職員の連携・協力体制

の強化を図った。 
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年度目標・実施区分 
大項目 中項目 実施項目 

17 18 19 20 21 22 
主担当課 実績等取り組み内容 

政策調整機能の強化により、緊急時や多様な課題

に対する組織間の連携を図れるよう努めた。 

①業務の電子化の推進  ○ 
○

◎ 
→ → → 総務課 

文書管理システムの適正な運用を図るため、各課

に配置している文書取扱主任会議を開催し、職員

への周知徹底を図った。 

②情報の共有化と活用の推進   
○

◎ 
◎ → → 総務課 

内部情報システムによるスケジュール管理や情報

提供が職員に徹底され、情報の共有化や迅速な事

務処理が進んだ。 

(4) 

電子自治体の推

進 

③電子決裁の導入検討   ○ ○ ○ ○ 総務課 
財務会計システムで、電子決裁できる業務を追加

した。 

①病院の医師確保による安定

経営 
 ◎ ◎ ◎ → → 病 院 

医師の確保に努めた結果、常勤医師(医科)3 名体
制を確保することができた。 

②民間委託の推進   ○ ◎ ◎ ◎ 
病 院 
建設課 

 

③定員管理と給与の適正化  ◎ → → → → 
病 院 
建設課 

農業集落排水事業について、20 年度から職員配置
を止めた。病院については、看護師 1 名、理学療
法士 1 名を採用した。 

④未収金の徴収強化 ◎ → → → → → 
建設課 
病 院 

20 年度末の未収金は、下水道（農集含む）分担金
1,468 万円、下水道使用料 116 万円、簡易水道使
用料 653 万円などとなっており、滞納額が増加し
た。 

３． 

公営企業・第三

セクターの経

営健全化 

 

(1) 

公営企業の経営

健全化 

⑤下水道の加入促進 ◎ → → → → → 建設課 

下水道の 20 年度末の水洗化率は、計画の 83.2％
に対し 70.5％と下回っている。農業集落排水につ
いては、20 年度末の水洗化率は 63.8％にとどまっ
ており、目標の 79.8％を大きく下回った。 
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年度目標・実施区分 
大項目 中項目 実施項目 

17 18 19 20 21 22 
主担当課 実績等取り組み内容 

①点検評価の実施   
○ 

◎ 
◎   政策推進室 

第三セクターの経営等について、国土交通省の地

域振興アドバイザーを招聘して調査検討を行っ

た。 

②指導監督と監査の強化  ○ ◎ → → → 
政策推進室 

担当課 

各社の連携・協力体制の強化などのため、町と第

三セクター現場責任者による第三セクター経営会

議を設置した。(会議は 3 回開催) 

③住民への情報公開  ○ ◎ → → → 政策推進室 
広報紙及びホームページで各社の決算状況を公開

した。 

(2) 

第三セクターの 

見直し 

④統廃合や民営化についての

検討 
   ○ ◎  政策推進室 

国土交通省の地域振興アドバイザーにより、統廃

合等について検討作業を行った。 

(1) 

情報公開の推進 
②ホームページの充実  ○ ◎ → → → 総務課 各課において的確な情報発信に努めた。 

①パブリックコメントの導入  ○ ○ ○ ○ ○ 総務課 （実施する計画等なし） 

②住民提案制度の導入  ○ ○ ◎ → → 総務課 具体的な検討作業はできなかった。 

③人材バンクの整備  ○ ○ ◎ → → 教育委員会 
教育委員会の保有するデータと他の団体で作成し

たデータの整理統合作業を行った。 

④各種審議会委員の任用基準

策定 
 ○ ○ ◎   総務課 具体的な検討作業はできなかった。 

(2) 

住民の意向把握

の拡充 

⑤女性委員の積極的な登用  ○ ○ ◎ → → 
総務課 

各 課 
具体的な検討作業はできなかった。 

②職員の地域担当制導入  
○

◎ 
→ → → → 総務課 各行政区に 2 名ずつの地域担当職員を配置した。 

４.行政への住

民参画の推進 

(3) 

行政と住民、企業

の連携 

④まちづくり基本条例の検討    ◎ ◎ ◎ 政策推進室 

まちづくり基本条例に係る学習会を開催した。 

まちづくり基本条例を開く会及び町議会と組織づ

くりの検討などを行った。 
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年度目標・実施区分 
大項目 中項目 実施項目 

17 18 19 20 21 22 
主担当課 実績等取り組み内容 

①人材育成基本方針の策定  ○ ○ ◎   総務課 
職員の育成と職場環境の整備などを柱とした人材

育成基本方針を策定した。 

②職員研修体制の整備   ○ ◎ → → 総務課 
人材育成方針で、職員研修の具体的な取り組みを

示した。 

(1) 

職員の能力開発

と活用 

 

④プロジェクト等への職員活

用 
 ○ ◎ → → → 各 課 

元気な西和賀産業再生事業で、産業担当課の連携

による事業展開を図った。 

(2) 

人事制度の見直

し 
②異動申告制度の導入  ○ ◎ → → → 総務課 

職員の異動希望を聴取し、人事異動に役立てると

ともに、職員の仕事の状況や健康状態等について

も事情聴取を行った。 

①各課重点目標の設定と評価  ◎ → → → → 政策推進室 

20 年度の重点目標を課毎に定めるとともに、町

長、副町長、教育長によるヒアリングを実施し、

行政内部の意識統一を図った。 

②課内会議の定期開催  ◎ → → → → 各 課 各課においてそれぞれルールを定め、実施した。 

５． 

職員の意識改

革 

 

(3) 

職場の活性化 

③職場内の連携強化  ◎ → → → → 各 課 各課においてそれぞれ実施した。 

※ 実施項目のうち、すでに実施済みのもの、検討・準備段階で大きな動きのないものについては除いています。 


